
○中長期を見通した持続可能なまちづくりのため、地方創生に資する、地方自治体によるＳＤＧｓの達成に向けた取組を推
進していくことが重要。

○ＳＤＧｓ推進本部会合における安倍前総理指示を踏まえ、地方創生分野における日本の「ＳＤＧｓモデル」を構築して
いく。

○地方創生分野における日本の「ＳＤＧｓモデル」の構築に向け、引き続き、自治体によるＳＤＧｓの達成に向けた優れた
取組を提案する都市を「ＳＤＧｓ未来都市」として３１都市を選定。また、特に先導的な取組を「自治体ＳＤＧｓモデ
ル事業」として１０事業を選定する。
平成３０～令和２年度の３年間で「ＳＤＧｓ未来都市」９３都市、「自治体ＳＤＧｓモデル事業」３０事業を選定。

○今後、これらの取組を支援するとともに、成功事例の普及展開等を行い、地方創生の深化につなげていく。
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自治体ＳＤＧｓ推進関係省庁タスクフォースによる省庁横断的な支援（計画策定・事業実施等）

自治体ＳＤＧｓモデル事業（10）

持続可能なまちづくり

ＳＤＧｓの理念に沿った基本
的・総合的取組を推進しようとす
る都市・地域の中から、特に、経
済・社会・環境の三側面における
新しい価値創出を通して持続可
能な開発を実現するポテンシャル
が高い都市・地域として選定

ＳＤＧｓ未来都市の中で実施予
定の先導的な取組として選定
地方公共団体によるＳＤＧｓの基
本的・総合的取組の中でも特に注
力的に実施する事業であり、ＳＤＧ
ｓの理念に沿った統合的取組によ
り、経済・社会・環境の三側面にお
ける新しい価値創出を通して持続
可能な開発を実現するポテンシャル
が高い先導的な取組であって、多
様なステークホルダーとの連携を通
し、地域における自律的好循環が
見込める事業

令和3年度 ＳＤＧｓ未来都市・自治体ＳＤＧｓモデル事業について

①経済・社会・環境の三側面の統合的
取組による相乗効果の創出

②多様なステークホルダーとの連携

③自律的好循環の構築

上限2.7千万円／都市 定額補助 上限1.7千万円
定率補助（1/2）上限１千万円

地方創生推進交付金の、申請事業数
上限の枠外として、１事業追加可能
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